
事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート

事業実績

-

評価指標

事業の計画・内容

）

評価

整備内容 運営体制

1

2

3

4

事業費（人件費除く）の財源内訳

ソフト事業

１（２）

活動指標 単位
実績値

H18 H19 H20 H21

目標値

休日保育事業対象施設数（障害児保育対象施設数）

箇所

箇所
5

実績 6

一時保育実施対象施設数

延長保育事業対象施設数
目標

1（２）
実績 1（２）

7

6

4
目標 5
実績 6

H21

7

Ａ 現状維持 保護者の就労状況の変化に伴い、延長・一時保育等の特別保育は重要な保育サービスとなっている。このため、利用者数やニーズ等
を見極め適切なサービスの提供を行っていく。

目標値

箇所
目標 1（２） 目標

9,494

9,347

目標

実績

12,500 12,500

01

04

02

102

コード 名            称

01

03

一般会計

民生費

細目

細々目

款

コード

私立保育所補助金

子どもを産み育てやすい環境をつくる
目

保育所・幼稚園等における保育・教育の実施

区分

会計

項

名               称

286

08

事業名

基　本
施　策

数量 金  額 金  額単位単位 数量数量 金  額単位 事 業 内 容事 業 内 容 数量 金  額 事 業 内 容単位事 業 内 容単位 数量 金  額単位

86,924

改善についての取り組み

　

評価項目についてのコメント

効率性

4

4

必要性

有効性

4

4

達成度

国：次世代育成支援対策交付金
県：家庭支援推進保育事業費補助金、
保育所地域活動事業費補助金ほか

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ）

Ａ
の
財
源
内
訳

23,574
13,900

37,341
73,155 86,924

国：次世代育成支援対策交付金
県：家庭支援推進保育事業費補助金、
保育所地域活動事業費補助金ほか

国：次世代育成支援対策交付金
県：家庭支援推進保育事業費補助金、
保育所地域活動事業費補助金ほか

41,711
79,185

50,025

国：次世代育成支援対策交付金
県：家庭支援推進保育事業費補助金、
保育所地域活動事業費補助金ほか

国：次世代育成支援対策交付金
県：家庭支援推進保育事業費補助金、
保育所地域活動事業費補助金ほか

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

国：次世代育成支援対策交付金(ソフ
ト・ハード)
県：家庭支援推進保育事業費補助金、
保育所地域活動事業費補助金ほか

50,025 50,025
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１（２）

人0.2

86,924
　 　
　 Σ

　
事業費計(A)

人件費（Ｂ）

「少子化社会対策基本法」第11条において、保育サービス等の充実について市として必要な施策を講ずることとなっているとともに、家庭における就労
状況の変化により、柔軟な保育体制が求められる中、延長保育や一時並びに休日保育に対するニーズは増加傾向にあるなか、これらの特別保育の
推進は今後一層重要なものとなることが予想される。また、通常保育においても入所児が低年齢化の傾向があり、安全安心な保育体制の確立が求め
られている。

家庭における就労状況の変化により、柔軟な保育体制が求められる中、延長保育や一時並びに休日保育に対するニー
ズに応え、次代の社会を担う子どもを仕事と両立（ワークライフバランス）させ安心して育てることができる環境を整備する
ことができる。

保育所の受入可能数や年度ごとの保護者の利用意向等があり若干の利用数の増減があるもの、目標は達成できた。

保育のニーズはそれぞれ家庭の状況により多様であり、それに対する画一的なサービスの提供では一概には対応でき
ないが、でき得る限り保護者ニーズに応じた対応を行なって参りたい。なお補助金については国県の補助基準額を基本と
して補助を行っており、補助事業の性格上基準を下回った運営はできないものである。

(千円)

平成２３年度 計画内容
事 業 内 容

86,924

私立保育所補助金

（別添のとおり）

総合評価 事業の方向性

9658

2630

事業の成果を測る指標

延べ利用児数

評価項目 ポイント

児童措置費

私立保育所等補助金

私立保育所等補助金

86,924　 Σ

児童福祉費

　 　

　 (千円)

88,364

0.20.2 人 1,440 人件費（Ｂ）

86,924

86,924

事業費計(A) 　
　 　 　

Σ

私立保育所補助金

　 　 　

0.2

13,900

Σ 86,924

86,924

　

人 1,440

　

(千円)
86,924

　 (千円)

（別添のとおり）

80,625

　

人件費（Ｂ）

　 Σ

人 1,440 人 1,440

事業費計(A)

人件費（Ｂ）

79,185

人件費（Ｂ）

　

0.2

事業費計(A)
　
事業費計(A)

人件費（Ｂ） 0.2 人 1,440

74,595

12,800

73,155事業費計(A)
　 　

　 Σ

平成２２年度 計画内容平成２１年度 計画内容平成１８年度 決算内容

保護者の就労状況に応じた時間延長等を行なうことにより、仕事
と子育ての両立を図ることができる。

(千円)

運営主体

　
事 業 内 容 数量

（Ａ）

事業投入人員

進捗率
(％)

状
況
変
化
等

　

金  額

施　策

75

備
考

成果（どうなるのか）

事
業
内
容

73,155

2

開始年度 平成

事
業
目
的

基本計画該当頁

事
業
内
容

委託
進
　
捗
　
状
　
況

年度

工事

(千円)
私立保育所補助金

（別添のとおり）

　

２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 継続 補助 事業類型

3

①一時保育促進事業　　②障害児保育対策事業　　③休日保育事業
④延長保育促進事業　　⑤地域子育て支援センター事業（子育て家
庭等に対する育児不安に係る相談業務や親子教室の開催を通じて
地域全体の子育てを推進する）　　⑥次世代育成支援特別保育（低年
齢児）推進事業（保育士の勤務条件の適正化を図り、もって乳幼児保
育の更なる促進を図る）　　⑦家庭支援推進保育・家庭支援推進保育
士基準改善事業（家庭環境に対する配慮等、保育を行なう上で特に
配慮が必要とされる児童が多数入所している保育所に対し保育士の
加配置を行ない保育の充実を図る）

日常の通常保育に加え延長保育や休日保育等の特別保
育事業は、保護者の就労状況に応じた時間延長等を行な
うことにより、仕事と子育ての両立を図ることができる。
また、国においても保護者の就労機会の保障の為、子育
て支援の一環として特別保育事業の充実を求めている。

4
年間運営費

Ⅰ

対象等（何を、誰を）

0歳から小学校就学前までの乳幼児を持つ家族

（※対象件数

根拠法令・要綱等 次世代育成支援対策推進法、少子化社会対策基本法、支所関係等補助金交付要綱

千円
市内の類似施設

2

総事業費 千円

配置（予定）人員 人

平成１９年度 決算内容

　

3

建設用地

建設面積（延床面積）

規模・構造

1

関連事業
年度

　委託先

年度

79,185

　
私立保育所補助金 79,185

1,440

私立保育所補助金

（別添のとおり）

86,924

　 　

目標

実績

目標 3
実績 4

私立保育所補助金

50,025

88,364 88,364

86,924

22,99922,999

86,924
13,900

88,364

平成２０年度 計画内容

86,924 86,924

13,900 13,900
22,999 22,999

事      業      費
国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担

86,92473,155

23,014

そ   の   他
一 般 財 源

計

コード

名称
担当部課

１３０７００

少子化対策課

終了年度 平成

評価者
氏　名

田邊由美子 連絡先
22

(内線)

実績 1

H18 H19 H20

実績値
単位指標設定の考え方

各事業を利用した延べ人員 人
目標

実績

目標

実績

9,500
実績 12,538
目標

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


